




1991 (平成 3 ) 年の監査基準改正により導入された。これに対して､ それ以
前の監査の枠組みは「手続的アプローチ」と称されることもある。監査リス
ク・アプローチは､ 当初の導入の後､ 大きく2002 (平成14) 年および2005
(平成17) 年の監査基準の改正を経て今日に至っている。
一方､ 日本公認会計士協会が公表する監査基準委員会報告書 (以下､ 監基
報と省略する｡) は国際監査基準 (International Standards on Auditing：以下､
ISAと省略する｡) に対応して設定され､ 監査基準と一体となってわが国の
一般に公正妥当と認められる監査の基準を形成している監査の実務指針であ
る。監査基準に対応して監基報も改正されており､ 2013 (平成25) 年の監査


























不正に関する最初の実務指針は､ 1997 (平成 9 ) 年の監基報10「不正及び
誤謬」である。これは､ 1991 (平成 3 ) 年改正監査基準が､ 会計上の不正に
対する適切な措置等監査規範の面での新たな対応として､ 監査上の危険性に





次の監基報10「不正及び誤謬」(2002 (平成14) 年改正) は､ 監査リスク・
モデルを含む「監査上の判断の枠組み」を定めた監査基準 (2002 (平成14)
年改正) に関連して改正されたもので､〔付録 1〕不正リスク要因の例､〔付
録 2 〕不正リスク要因に対応する監査手続の例､〔付録 3 〕不正又は誤謬の





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































レッシャー､ 機会､ 姿勢・正当化により分類され､ 不正リスク要因の実
践での評価に役立つように整理されたのもこの改正である。
2011 (平成23) 年に監基報240「財務諸表の監査における不正」が公表さ
れ､ 2013 (平成25) 年に､ 不正リスク対応基準の制定に関連して改正された。

























一方､ 1991 (平成 3 ) 年の監査基準改正前のいわゆる手続的アプローチ時
代の「監査マニュアル」の手続指針は､ 以下のようなものであった (日本公

























の充実強化について (2002 (平成14) 年廃止)」は､ 当時の監査基準の手続
的性格を実務的に例証する公表物である。この報告は､ 企業の役職者による


















































監基報240の収益認識の不正リスクの推定は､ ISA240 (IAASB 2009，以下､
本文中 ISA240 として引用する｡) の同様規定に対応するものである1)。
ISA240 の要求事項では､「監査人は､ 不正による重要な虚偽表示リスク
(risks of material misstatement due to fraud) を識別し評価する際､ 収益認識






の文言を使い分けて手続を指示している。この点､ 監基報240 (2013 (平成
25) 年改正) は､ 不正リスク対応基準の定義に合わせて2)､ 不正リスク
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図表２ 監査基準委員会報告書 (監基報) の収益認識規定の改正




































の推定が求められ (IAASB 2006a, para. 60.)､ 2009年12月15日以降開始事業年度から




(ISA240では､ risks of fraud) を「不正による重要な虚偽表示リスクの略称。
不正による重要な虚偽表示リスク､ 不正リスクいずれの表現も用いている。
(第 3 項(3))」と定義し､ 不正による重要な虚偽表示リスクと不正のリスク
・
を同義に扱っている。
しかし､ 図表２の「不正のリスク (risks of fraud)」から「不正リスク
・
(risks of fraud)」へ変更は､ ISA240の文言に関係なく行われたものであり､

































「収益認識」は､ ISA240の revenue recognition (para. 26) に対応した文
言訳であるが､ 期間帰属 (カット・オフ) の監査要点にとどまらず､ 広く
「売上計上」と考えられる。監査手続の実務を一概に論じるのは不可能では
あるが､ 売上計上に関する監査は､ 通常､ 内部統制に依拠することから､ 売




しかし､ 近時､ 監基報の収益認識の不正リスク (不正による重要な虚偽表
示リスク) の推定と評価により､ 売上の実在性を意識した監査実務が行われ
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別・評価 (第24項) する過程で､ 監査人の判断により､ その識別した重要な
虚偽表示リスクが特別な検討を必要とするリスクであるかどうかを決定しな





















クの部分集合､ すなわち､ 重要な虚偽表示リスクのうちの重大 (significant)
であってかつ不正要素を含んだもの､ と考えれば､ 不正リスクに対応する監

















































さらに､ このことは､ 実務面で､ 監査の失敗6) の可能性である監査リスク
を所与とする下で不正リスクの評価や対応する監査手続の決定ができるのか､
不可能とも思われる収益認識の実証手続 (詳細テスト) を数多く行う監査実
務は､ 監査リスクを所与としないで､ すなわち､ 監査リスク・モデルの枠外
で実施していると考えるほかないのではないか､ という問題も想起させる。










































International Auditing and Assurance Standards Board (IAASB) (2006a), ISA240 The Auditor’s
Responsibility to Consider Fraud in an Audit of Financial Statements.
IAASB (2006b), Basis for Conclusions : Clarity Amended Preface to the International Standards
on Quality Control, Auditing, Review, Other Assurance and Related Services.
IAASB (2009), ISA240 The Auditor’s Responsibility Relating to Fraud in an Audit of Financial
Statements.
O’Reilly, Vincent M., Patrick J. McDonnell, Barry N. Winograd, James S. Gerson and Henry R.
Jaenicke (1998), Montgomery’s Auditing, 12th ed., John Wiley & Sons, Inc.. (中央監査法
監査リスク・アプローチの手続的変化 295
人訳『モントゴメリーの監査論 (第 2版)』中央経済社､ 1998年｡)
企業会計審議会 (1991) ｢監査基準､ 監査実施準則及び監査報告準則の改訂について」
1991 (平成 3 ) 年12月。
鳥羽至英､ 秋月信二､ 永見尊､ 福川裕徳 (2015) 『財務諸表監査』国元書房。
日本公認会計士協会 (1988) 監査第一委員会報告第50号「相対的に危険性の高い財務諸表
項目の監査手続の充実強化について」1988 (昭和63) 年10月。
日本公認会計士協会 (1990) 監査第一委員会研究報告第 1 号「監査マニュアル」1990年
(平成 2 ) 年 9 月。
上 田 耕 治296
